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テレワークによる効果の説明、テレワークに適したシステム（在宅勤務など
を行うためのICT機器、システム）や情報セキュリティ、勤怠労務管理、
導入に向けてのプロセス設計、テレワーク導入に伴うDXの推進、その他
テレワーク全般に関する情報提供・相談

044-299-7084

多様な人材の確保ができ、企業イメージの向上につながる

採用・育成した従業員が、育児・介護や配偶者の転勤等においても働き続けられ、離職の防止になる

営業職等が移動中のすきま時間や待機時間を有効活用して、生産性を向上できる

突発的な災害・事故やインフルエンザ、パンデミック等がおきても早期に復旧し、事業継続が可能

「障がい者・高齢者雇用促進」「ワークスタイル変革」に着手し、活力ある組織づくりを促せる

在宅勤務やどこでも働ける「モバイルワーク」、「サテライトオフィス」の活用により、
多様で柔軟な働き方や通勤時間の削減を実現

ペーパーレス等によるコスト削減にもつながる

クラウド化、RPA、電子契約の導入等のDXを促進することで、生産性の向上につながる　

テレワークの導入を検討している以下の団体が対象です。
① 民間企業（株式会社、合名会社、合資会社、合同会社等又は特定非営利活動法人）
② 都道府県・市町村等の地方公共団体及びそれに準ずる団体等

2021年4月1日（木）～2022年3月11日（金）まで

コンサルティング費用：無料
コンサルティングにかかる通信費※：実費負担


